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研究要旨 

本研究では人口動態統計死亡表と後期高齢者医療費に関して，省エネルギー区分/年齢層/都市の規

模/死因/死亡場所の観点から分析を行った。散布図の傾向や死亡感度、後期高齢者医療費を用いた線

形回帰分析の結果では、省エネルギー区分の地域番号が大きくなるほど低い外気温の影響を受けやす

く、また医療費も増大することが分かった。 

A．研究目的 

近年、室内環境と健康の関係について注目が集

まりつつある。WHO の住宅と健康に関する新た

なガイドライン１）では、 住宅の寒さは居住者の

高血圧と関連があり、心疾患、呼吸器疾患は冬季

の最低室温を 18℃以上にすることで疾患の罹

患・死亡リスクを下げると報告されている。ま

た、心疾患と脳血管疾患、呼吸器疾患は室温、外

気温などの気象条件の変化によって心拍数や血圧

などに影響していると考えられている。平成 28

年公表 NHK 放送文化国民生活時間調査報告書２）

の結果によれば日本人は平日では一日の半分以上

の時間を、日曜には１日の 70%以上の時間を住宅

内で過ごしており、国民の健康のために良好な住

環境を創ることは極めて重要な課題である。この

課題の解決のためには各地域における冬季のライ

フスタイルや住宅の断熱性能を改善し、住環境の

新たな基準を考えていく必要がある。 

本研究では人口動態統計死亡票３）を用いて、

外気温と死亡の因果関係を省エネルギー区分、都

市の規模、年齢層、死亡場所、疾病をパラメータ

として分析することにより各地域における外気温

と死亡の因果関係を明確にした。また、医療費と

地域の関連性についても分析を行った。これらの

結果から、冬季の暖房や住宅における断熱性能、

省エネルギーの観点で健康と住環境の関係性につ

いて考察し、健康で安全な都市計画の指標となる

ことを目的とした。 

 

B．研究方法 

B1．分析対象 

厚生労働省から得た 1972～2015 年の人口動態

統計死亡票３）、気象庁の気象統計情報から得たア

メダス気象データ４）を用いて分析を行った。国

土交通省が制定した建築物省エネ法５）では日本

の市区町村をⅠ～Ⅷの省エネルギー区分に分け、

それぞれに外皮平均熱貫流率[W/(m²・K)]、冷房

期の平均日射熱取得率[-]の基準値が与えられてい

る。省エネ基準とは、建築物が備えるべき省エネ

性能の確保のために必要な建築物の構造及び設備

に関する基準であり、一次エネルギー消費量基準

と外皮基準からなる。それぞれの地域の基準を表 

1 に示す。いずれも、地域区分別に規定されてお

り基準値以下となることが必要である。 
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表 1 省エネ基準 

 

B2．データの構築方法 

既往研究６）を参考にデータの構築を行った。

構築したデータの内容を表 2 に示す。人口動態

統計死亡票３）から、死亡時期/住居の所在地/生年

月日/年齢/性別/死因の情報を得た。住居の所在地

と省エネルギー区分のⅠ～Ⅷ地域の情報を紐づけ

するために、市区町村コード７）を利用した。市

区町村コードとは総務省が導入した、日本の地方

公共団体に数字 5 桁(または 6 桁) を与えた統計

処理用のコードである。また、QGIS８）を利用し

て市区町村コードの位置情報とアメダス観測所の

位置情報をもとに、市区町村コードに最も近いア

メダス観測所を求めたのち、市町村コードとアメ

ダス観測所番号を元に気象データのマッチングを

行った。 

表 2 データの構築方法 

 

C．研究と考察 

C1．外気温と死亡割合の関係 

構築したデータをもとに、対象者の死亡年・死

亡月と死亡数を抽出し、死亡割合を算出した。以

下は死亡割合の算出式である。ここで、DR は死

亡割合[-]、DY は対象者が死亡した年における対

象者が所属する群の総死亡数[人]、DM は対象者

が死亡した月としたおける対象者が所属する群の

総死亡数[人]とした。 

𝐷ோ＝
𝐷ெ
𝐷௒

 ሺ1ሻ 

また、以下は死亡者重みづけ外気温の算出式であ

る。死亡者重みづけ外気温は対象群に含まれる死

亡者の死亡当日平均外気温を平均したものであ

る。ここで、θ[℃]を死亡者重みづけ外気温、そ

の月に死亡した対象群に含まれる人数を N[人]、

その月に死亡した人に紐づいた死亡当日平均外気

温をθi[℃]とした。 

𝜃 ൌ
∑𝜃௜
𝑁

 ሺ2ሻ 

項目ごとに死亡率割合を算出し、死亡率を縦軸、

死亡者重みづけ外気温を横軸にとり、散布図を利

用して分析を行った。 

C2．死亡感度の定義 

本研究では外気温の 10％タイル値と 90％タイ

ル値における近似曲線の接線の傾きを死亡感度と

した。死亡感度とは、外気温が 1℃低下あるいは

1℃上昇した際に死亡割合がそれだけ上昇・下降

するかを示した指標である。外気温 10％タイル

値においてマイナスの値が大きいほど温度低下が

起こった際に死亡割合が上昇しやすく、外気温

90％タイル値においてプラスの値が大きいほど温

度上昇が起こった際に死亡割合が上昇しやすいと

いうことを示す。 

図 1 省エネルギー区分Ⅱ地域における外気

温と死亡割合の関係 
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C3．散布図を用いた省エネルギー区分ごとの外

気温と死亡割合の関係 

 省エネルギー区分Ⅱ地域における外気温と死亡

割合の関係の散布図を図 1 に示す。散布図には

近似曲線(青線)と、外気温 10%タイル値、90%タ

イル値(赤線)を表示している。死亡感度を用いる

ことで外気温が低い環境と外気温が高い環境にお

ける散布図の傾向を知ることができる。 

C4．線形回帰モデルによる死亡感度の分析 

本節では目的変数を死亡感度、説明変数を省エ

ネルギー区分/年齢層/都市の規模/死因/死亡場所と

して、EZR９）を用いて線形回帰分析を行った。

目的変数を外気温 10％タイル値における死亡感

度に設定し解析を行った結果を表 3 に、目的変

数を外気温 90％タイル値における死亡感度に設

定し解析を行った結果を表 4 に示す。この分析

では、省エネルギー区分が死亡割合に与える影響

を分析する際に交絡要因と考えられる他要因を同

時に説明変数としており、それらの影響を取り除

いた省エネルギー区分が与える影響を分析した。 

 表 3 によると、年齢層別の比較では 75 歳以上

85 歳未満と 85 歳以上の群において有意差がみら

れた。年齢層が上がるにつれ回帰係数推定値の絶

対値が大きくなっているため、年齢層が上がると

外気温の影響を受けやすくなるということが分か

った。省エネルギー区分別の比較ではⅢ地域から

Ⅷ地域までで有意な差がみられた。Ⅷ地域に近づ

くにつれ回帰係数推定値の絶対値が大きくなって

いるため、省エネルギー区分の地域番号が大きく

なるほど低い外気温の影響を受けやすくなる結果

となった。都市の規模の比較ではどちらも有意差

はみられなかった。死亡場所では非住宅で亡くな

っている群よりも住宅で亡くなっている群では回

帰係数推定値の絶対値が大きくなっているため、

住宅で亡くなっている群は外気温の影響を受けや

すいことが分かった。星らの冬季における住宅内

室温と外気温の実態とその関連：SWH 横断調査
10）の結果によると、省エネルギー区分Ⅳ地域の

住宅床近傍室温と床上 1ｍ室温が最も低いことが

示され、省エネルギー区分Ⅱ地域の室温はほかの

地域に比べて高いものの、居間の床近傍室温のみ

Ⅵ地域とⅦ地域に比べると低いことが分かってい

る。これらの結果から病院や高齢者介護施設など

の非住宅よりも、冬場の室内温度が低くなる住宅

地の方が、死亡感度に強く影響したと考えられ

る。死因に関してみると、その他の疾病に対して

循環器疾患と呼吸器疾患では有意差がみられ、回

帰係数推定値は循環器疾患と呼吸器疾患の間では

差があまりみられないが、その他の疾患と比較す

ると循環器疾患と呼吸器疾患は外気温の影響を受

けていることが分かった。 
表 3 外気温 90%タイル値における死亡感度の線

形回帰モデル解析結果 

表 4 外気温 10%タイル値における死亡感度の線

形回帰モデル解析結果 
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 一方、表 4 では年齢層の間には有意な差はみ

られなかった。省エネルギー区分ではⅥ地域とⅧ

地域に有意差がみられ、どちらもⅠ地域と比較し

て回帰係数推定値が大きくなっていることから、

これらの地域では夏期に温度が上昇した際に死亡

割合が上昇しやすいことが示された。都市の規模

における比較では政令指定都市において有意な差

がみられ、田舎に比べて政令指定都市は回帰係数

推定値が大きくなっていた。この結果より政令指

定都市は夏期に外気温が上昇した際に死亡割合が

上昇しやすいことが示された。また、死亡場所に

関してみると有意な差がみられ、住宅における回

帰係数推定値が大きくなっていることから冬期と

同様に夏期も外気温の影響を受けやすいことが分

かった。死因の解析では、循環器疾患と呼吸器疾

患のどちらにも有意差がみられ、循環器疾患では

回帰係数推定値が小さくなっているのに対し、呼

吸器疾患では回帰係数推定値が大きくなってい

た。夏期において呼吸器疾患は外気温に影響がみ

られるが、循環器疾患では外気温の影響を受けに

くいことが示された。 

C5．線形回帰モデルによる後期高齢者医療費 11）

の分析 

 後期高齢者医療費への影響を分析するために各

市町村が提示している一人当たりの後期高齢者医

療費を用いて地域ごとの医療費の差について分析

を行った。 

後期高齢者医療保険制度とは、75 歳以上につ

いて現役世代から支援金と公費で約 9 割賄う

2008 年 4 月から施行された制度である。本研究

では 75 歳以上の高齢者を対象とし、目的変数を

2020 年度後期高齢者医療費、説明変数を省エネ

ルギー区分/都市の規模/医療費に対する疾患別寄

与度(循環器疾患・呼吸器疾患)に設定し線形回帰

モデルで分析を行った。ここで、医療費に対する

疾患別寄与度とはある疾患が医療費への影響の大

きさを表す指標である。この指標は疾患の発生

率、死亡率、障害率などの観点から評価すること

で算出される値である。線形回帰モデルで分析を

行った結果を表 5 に示す。省エネルギー区分別

の分析ではⅡ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅶ地域で有意差がみられ

た。Ⅰ地域に対して回帰係数推定値はⅡ地域が小

さくⅦ地域では値が大きいため、Ⅲ地域とⅣ地域

の間にはほぼ差がみられないが、温暖な地域にな

るにつれ後期高齢者医療費が増大していることが

示される。都市の規模における比較では有意な差

がみられなかった。また、医療費に対する疾患別

寄与度では循環器疾患、呼吸器疾患どちらも有意

差がみられ、循環器疾患よりも呼吸器疾患のほう

では回帰係数推定値が大きいことから、循環器疾

患よりも呼吸器疾患のほうが発症した際に必要な

医療費が高いということが推察される。 

 

E．結論 

本研究では人口動態統計死亡表と後期高齢者医

療費に関して，省エネルギー区分/年齢層/都市の

規模/死因/死亡場所の観点から分析を行った。散

布図の傾向や死亡感度、後期高齢者医療費を用い

た線形回帰分析の結果では、省エネルギー区分の

地域番号が大きくなるほど低い外気温の影響を受

けやすく、また医療費も増大することが分かっ

た。地域番号とともに温暖な地域に居住する方々

も外気温が低い環境において適切な暖房の使用や

住宅の断熱性能を向上させることで健康の増進が

見込まれると考えられる。年齢層の比較では、気

温 10％タイル値における死亡感度の分析で有意

表 5 後期高齢者医療費の線形回帰モデル解析結
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差が出たが、外気温 90％タイル値においては有

意差がみられなかったため、高齢者は年齢が上が

るほど外気温が低い環境で死亡の影響を強く受け

やすいことが分かった。したがって、高齢者には

外気温が低い時期に適切な暖房の使用や住宅内の

温度を暖かく保つようにすることへの呼びかけが

必要である。また、都市の規模による比較では、

外気温 90％タイル値においては有意差がみられ

たが、外気温 10％タイル値と後期高齢者医療費

の結果では有意差がみられなかったため、低い外

気温と後期高齢者医療費は都市の規模と関係がみ

られないということが分かった。また、死因に関

してみると呼吸器疾患は外気温が低い環境でも高

い環境でも外気温に影響を受けやすい。一方、循

環器疾患は外気温が低い環境下では外気温の影響

を受けているものの、外気温が高い環境では外気

温の影響を受けにくいことが示された。最後に死

亡場所別の比較では、外気温が低い環境でも高い

環境でも有意差がみられ、どちらも非住宅で亡く

なった群に対して住宅で亡くなった群では外気温

の影響を受けやすいことが分かった。 

省エネ基準においてⅧ地域では外皮平均熱貫流

率が設定されておらず、また、Ⅴ地域からⅦ地域

では同じ基準値が設定されている。しかし、本研

究の結果から、省エネルギー区分の地域番号が大

きくなるほど低い外気温の影響を受けやすく、ま

た医療費も増大することが分かっている。これを

考慮すると、省エネルギー区分Ⅷ地域にも外皮平

均熱貫流率の基準が設定されるべきであり、また

他の地域、特に温暖な地域における外皮平均熱貫

流率の基準値の再検討が必要である。 
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